
第１章 個別労働関係紛争について

第１節 ▲ 個別労働関係紛争とは？
「はじめに」でも少し触れましたが、最近増加し続けている個別労働
関係紛争とは、どういうものかということからお話ししましょう。個別
労働関係紛争とは、労働条件その他労働関係に関する事項についての労
働者と使用者間の争いです。具体的にいうと、
◆解雇、雇止め、配置転換・出向、昇進・昇格、労働条件の不利益変
更などの労働条件に関する紛争

◆いじめ・嫌がらせなどの職場環境に関する紛争
◆会社分割による労働契約の承継、同業他社への就業禁止などの労働
契約に関する紛争

◆募集・採用に関する紛争
◆その他、退職に伴う研修費用の返還、営業車など会社所有物の破損
についての損害賠償をめぐる紛争

等が考えられます（厚生労働省のパンフレット「職場のトラブル解決サ
ポートします」より抜粋）。
従って、労働者が労働組合を結成したことに対する使用者の介入や労

働者に不利益的取り扱いを行う不当労働行為について労働組合と争うこ
となどは個別労働関係紛争には該当しません。これらは、地方労働委員
会、中央労働委員会、民事訴訟などで取り扱いますので、本書では取り
上げません。また、企業内で同僚からセクハラを受けてその同僚を訴え
るというようなケースは一般の民事訴訟であり、個別労働関係紛争とは
いえません。ただし、企業が職場内の安全配慮を怠ったことにより、セ
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（図１―１） 総合労働相談件数及び民事上の個別労働紛争相談件数の推移
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クハラを受けたので企業を訴えるというケースは個別労働関係紛争にな
ります。使用者には、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安
全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をすることが求
められているからです（労働契約法第５条）。

厚生労働省は、平成２５年５月３１日に「平成２４年度個別労働紛争解決制
度施行状況」を公表しました。それによると、・総合労働相談件数１は、
１０６万７，２１０件（うち民事上の個別労働紛争相談件数２５万４，７１９件）となっ
ています。いずれも、前年度よりもやや減少しています。
この数字は、厚生労働省という行政の立場からの報告であり、実際は

裁判や労働審判などでも個別労働関係紛争が扱われているわけですか
ら、かなり多くの紛争が日本各地で起こっているわけです。個別労働関
係紛争の相談件数の推移については、厚生労働省の公表資料から抜き出
したものを載せておきます。

個別労働紛争相談の内訳は、平成２４年度では多いものから『いじめ・

１ 都道府県の労働局や労働基準監督署内の設けられた総合労働相談コーナーで取
り扱った労働相談件数。
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嫌がらせ』が５１，６７０件（１７．０％）、前年まで一番多かった『解雇』が５１，５１５
件（１６．９％）、『労働条件の引下げ』が３３，９５５件（１１．２％）で、『いじめ・
嫌がらせ』が増加傾向となっています。
相談者は、労働者（求職者を含む。）が２０４，００５件（８０．１％）で、事業
主からの相談は３０，６１２件（１２．０％）でした。注意していただきたいのは、
行政の行う相談制度は労働者側のためだけの制度ではないということで
す。数は少ないですが、使用者もこの制度を利用しているということで
すので、今後の紛争の内容によっては使用者側の方も利用の可否につい
て検討されてはいかがでしょうか？
労働者の就労形態は、『正社員』が１０１，４７２件（３９．８％）、『パート・ア
ルバイト』が４２，３０９件（１６．６％）、『期間契約社員』が２７，０９４件（１０．６％）、
『派遣労働者』が１０，８２７件（４．３％）となっています。
上記の傾向からお分かりのように、パワハラを含む職場のいじめ・嫌

がらせが近年増加しています。いじめ・嫌がらせは、人によって受け取
り方も異なり扱いは難しく、労働基準法違反というような問題ではない
ので行政的解決である「都道府県労働局長の助言指導」や「紛争調整委
員会によるあっせん」あるいは司法的解決としての「訴訟」で取り扱う
ことが多いと考えられます。

第２節 ▲ なぜ個別労働関係紛争が増えてきたのか？
では、なぜ個別労働関係紛争が増えてきたのでしょうか？さまざまな

原因が考えられると思いますが、主な理由としては次のような現象が挙
げられます。
⑴ 権利意識の高まり
終戦後、新憲法が制定され日本は基本的人権を中心とした社会へ変わ

りました。教育もまず個人の権利を重んじたものになり、日本人全体の
権利意識が高まりました。昭和２２年に労働基準法が施行され、労働者の
雇用契約は民法に規定されている一般の契約よりも手厚く保護されるよ
うになりました。その後も種々の労働関係法によって労働者保護が強め
られてきています。この結果、戦前は事業主の命令には従わねばならぬ
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